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「「WTS China Report」は、中国、とりわけ広東省における最近の環境・エネルギー関連の政策動向

ややトピックについて随時お伝えするものです。本稿では、3 月 5 日に開催された第 12 期全国人

民代表大会第 5 回全体会議における政府活動報告の中の環境保護関連部分の概要と昨年実施され

たた中央政府による環境監査についてご案内致します。 

Ⅰ．政府活動報告における環境保護関連部分の概要 

１．2016 年の政府の主要な取り組み 

・二酸化硫黄と窒素酸化物の排出量はそれぞれ 5.6％、4％低減 

・微小粒子物質（PM2.5）濃度は 74 の重点都市で年平均 9.1％低下 

・エネルギー構造の最適化により、クリーンエネルギー消費の割合が 1.7 ポイント向上、石炭消費

の割合が 2 ポイント低下 

 

２．2017 年の目標および主要任務 

[大気汚染関連] 

・二酸化硫黄と窒素酸化物の排出量をそれぞれ 3％低減 

・重点地域における微小粒子物質（PM2.5）濃度の明らかな低減 

（1）石炭燃焼による汚染問題の解決 

・生活用石炭の総合的対策として、電気・ガスによる石炭の代替を 300 万世帯以上で実施し、 

小型石炭ボイラーの使用をすべて廃止 

・石炭火力発電所の省エネ化の強化と再生可能エネルギー発電（水力、風力、太陽光）の推進。 

（2）重点業種の汚染源対策の推進 

・汚染源対策として、「重点工業汚染源」に対しオンラインによる 24 時間のモニタリングを行い、

基準を満たさない企業に営業停止処分を課す 

（3）自動車排ガス対策の強化 

・「黄標車（排出基準未到達車）」および旧型車を基本的に廃棄処分にし、クリーン・エネルギー

車の利用を奨励 

（4）重度汚染天気への効果的対応 

・スモッグ発生メカニズムの研究および重点地域間における共同緊急措置を強化 

（5）法の執行と監督・検査・問責 

・汚染物質の違法排出、データの偽造に対する厳しい取り締まり 

 

[水質・土壌汚染・その他] 

・化学的酸素要求量（COD）とアンモニア性窒素排出量をそれぞれ 2％低減 

・重点流域における海水汚染、農業汚染対策を強化 

・土壌汚染状況を詳しく調査し、類型別に対策を講じる 

・生態系保護に取り組み、森林保護、長江エリアの生態系修復プロジェクト等を実施し、耕地の

森林・草地への復元を 80 万ヘクタール以上完了させる 

 

Ⅱ．中央政府による環境監査と広東省における処分の状況 

複数の現地情報源によると、中央環境保護監査チーム（中央环保督察组）は、2016 年 11 月～12

月にかけて北京、上海、広東、重慶、陝西、甘粛などの 7 つの市・省において環境監査を実施し

ました。広東省における環境監査実施後の処分の状況は、以下のとおりです。 

１．企業に対する業務改善指導：5,800 社程度 

２．立件処罰：3,000 社程度、 
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３．制裁金合計：7,800 万～1 億元 

４．行政拘留：55 名程度 

５．刑事拘留：100 名程度 

６．問責：540 名程度 

 

Ⅲ．WTS コメント 

（1）昨年の政府活動報告では、大気・土壌汚染、水質汚濁、省エネ、生態系保護などの各分野の

対策がほぼ同じ割合で網羅的に述べられたのに対し、今年は大気汚染対策に関する部分が半分以

上を占め、大気汚染対策の 5 つの重点課題が具体的に示されたことが特徴といえます。状況がな

かなか改善しない中で、大気汚染対策に今年も最優先課題として取り組んでいく姿勢が感じられ

ます。 

（2）25 年ぶりに大幅に改正され 2015 年 1 月 1 日に施行された中国環境保護法では、制裁金、身

柄拘束、生産制限・停止など違反企業・違反者に対する罰則が強化されると同時に、下級人民政

府の管轄区域において、適切に処分されていない違法行為がある場合、上級人民政府およびその

環境保護部門が、行政罰の決定を直接下すことができると規定されました。昨年実施された中央

政府による環境監査と処分は、この規定に基づき実施され、中国政府が本気で環境規制の厳格化

と違法行為に対する取締り強化に取り組み始めたと考えられ、今後、環境保全に関わる様々な分

野で日本の有力な環境技術に対するニーズが高まっていくものとみられます。 
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